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賃下げ・生活破壊と
不景気の悪循環が
　公務員賃金引き下げが春闘の賃上げに悪影響

するのではと、心配されています。すでに年金は、

連動して1%引き下げられようとしています。

　財界はさらに、「春闘終焉」、「定期昇給の凍結・

見直し」まで主張し、賃金を徹底的に抑える考え

です。賃下げ反対は全労働者の声です。

株価より、
労働者の生活へ目を向けよ
　「株主本位の経営」を言い、経営者は、リストラ

を強行し、株価を上げることに必死です。しかし、

個人消費を冷え込ませては、景気はよくなりませ

ん。労働者や国民の生活を改善に目を向けること

も企業の社会的責任です。

政権与党と高級官僚の
ゆ着をひどくする制度改悪
　政府の「公務員制度改革」では、高級官僚を、政権与党

のブレーンとし、ゆ着を公認します。その見返りに、天

下りを自由化しようとしています。公務員を国民全体

の奉仕者とする憲法とはあいいれない「改革」です。

企業の利益より、国民の生活を優先する社会へ
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生活の危機　来年度は庶民増税が目白押し

雇用の危機　不安定雇用を拡大する労働法改悪

将来の危機　医療費本人3割負担で国民生活切り捨てを
　　　　　　　進めているのに…

財政も危機　国の収入に占める国債は44.6％

公務員の労働基本権の概要（主要国）

すべての職場に
働くルールの確立を
　労働基準法無視のサービス残業が横行し、リストラ

すれば国が税金をまける「労働者いじめ何でもあり」が

将来不安を高めています。労働時間短縮、解雇規制など

働くルール確立は緊急課題です。

　公務員の労働基本権保障は国際的な働くルールです。

公務員に国民いじめを競い合わせる「公務員制度改革」

ではなく、国際化時代にふさわしいルールが必要です。
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の構成比
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民間最終消費支出
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